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なお、本件事業による生活環境等に及ぼ
す影響については、本件事業が環境影響評
価法（平成９年法律第81号）等に基づく環
境影響評価の実施対象外の事業であるもの
の、起業者が既存資料を基に任意で騒音、
振動及び大気質に関して予測を行ったとこ
ろ、いずれの項目においても環境基準を満
たすものと判断されている。
したがって、本件事業の施行により得ら
れる公共の利益は、相当程度存するものと
認められる。

] 失われる利益
起業者の調査によると、本件事業により
改変される区域に生息する可能性がある希
少な動物・植物についての影響は軽微であ
ると予測されているところである。
また、本件区間内の土地には、文化財保
護法（昭和25年法律第214号）による周知
の埋蔵文化財包蔵地が存在するが、三重県
教育委員会との協議により適切な措置を講
じることとしている。
したがって、本件事業の施行により失わ
れる利益は軽微であると認められる。

^ 事業計画の合理性
本件事業は、安全かつ円滑な交通の確保
を目的として、道路構造令（昭和45年政令
第320号）第３種第３級の規格に基づく２
車線のバイパス道路を建設する事業であ
り、本件事業の事業計画は、道路構造令等
に定める規格に照らして合理的と認められ
る。
また、本件区間におけるルートについて
は、土工を主とし集落後背地を概ね迂回す
るバイパスルート案（以下「申請案」とい
う。）のほか、一方通行区間や地形急峻部以
外は現道を拡幅する案、トンネルを主体と
し申請案よりも山地側を通過するバイパス
ルート案の３案で検討が行われている。申
請案を他の２案と比較すると、支障物件は
少なく、工事施工時の土工量は多いものの、
工事施工が最も容易で、事業費が最も安価
であるなど、社会的、技術的及び経済的な
面を総合的に勘案して申請案が最も合理的
と認められる。
したがって、本件事業の事業計画は、合
理的と認められる。

以上のことから、本件事業の施行により得
られる公共の利益と失われる利益とを比較衡
量すると、得られる公共の利益は失われる利
益に優越すると認められる。したがって、本
件事業は土地の適正かつ合理的な利用に寄与
すると認められるため、法第20条第３号の要
件を充足すると判断される。
４ 法第20条第４号の要件への適合性
\ 事業を早期に施行する必要性
３\で述べたように、本路線は、当該現
道区間における唯一の幹線道路であるにも
かかわらず、幅員狭小かつ線形不良な道路
であることに加え、一方通行区間があり自
転車歩行者道も未設置であるため、できる
だけ早期に安全かつ円滑な交通を確保する
必要があると認められる。
また、三重県が平成15年度に策定した新
道路整備戦略において、本件事業は重点整
備箇所と位置づけられているほか、地元市
町の長からなる国道260号道路改良促進期
成同盟会から、本件事業の早期完成に関す
る強い要望がある。
以上のことから、本件事業を早期に施行
する必要性は高いものと認められる。

] 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合
理性
本件事業に係る起業地の範囲は、本件事
業の事業計画に必要な範囲であると認めら
れる。
また、収用の範囲は、すべて本件事業の
用に恒久的に供される範囲にとどめられ、
それ以外の範囲は使用としていることか
ら、収用又は使用の範囲の別についても合
理的であると認められる。
したがって、本件事業は、土地を収用し、
又は使用する公益上の必要があると認められ
るため、法第20条第４号の要件を充足すると
判断される。
５ 結論
以上のとおり、本件事業は、法第20条各号
の要件をすべて充足すると判断される。

第５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦
覧場所 三重県度会郡南伊勢町役場

第６ 収用又は使用の手続が保留されている起業
地 三重県度会郡南伊勢町贄浦字高浜及び字
奥ノ田頭地内

衆 議 院

議 員 辞 職

六 月 十 四 日 院 議 を も っ て 、 近 畿 選 挙 区 選 出 議 員

河 上 み つ え の 辞 職 を 許 可 し た 。

議 案 提 出

六 月 十 四 日 議 員 か ら 提 出 し た 議 案 は 次 の と お り

で あ る 。

国 家 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 井 上 ´

治 外 六 名 提 出 ）

離 島 の 振 興 に 関 す る 施 策 の 拡 充 の た め の 離 島 振

興 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 武 部 勤 外 四 名

提 出 ）

離 島 航 路 航 空 路 整 備 法 案 （ 武 部 勤 外 四 名 提 出 ）

農 業 等 の 有 す る 多 面 的 機 能 の 発 揮 を 図 る た め の

交 付 金 の 交 付 に 関 す る 法 律 案 （ 加 藤 紘 一 外 四 名

提 出 ）

質 問 書 提 出

六 月 十 四 日 議 員 か ら 提 出 し た 質 問 主 意 書 は 次 の

と お り で あ る 。

駐 中 国 日 本 国 大 使 任 命 に つ い て の 報 道 に 関 す る

質 問 主 意 書 （ 城 内 実 提 出 ）

北 海 道 新 幹 線 に お け る 新 青 森 ・ 新 函 館 （ 仮 称 ）

間 の 建 設 工 事 に 伴 う 地 方 負 担 に 関 す る 質 問 主 意

書 （ 木 村 太 郎 提 出 ）

東 北 新 幹 線 新 青 森 駅 開 業 に 伴 う 並 行 在 来 線 「 青

い 森 鉄 道 線 」 の 運 営 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 木 村

太 郎 提 出 ）

妊 婦 健 康 診 査 の 公 費 負 担 に 関 す る 質 問 主 意 書

（ 木 村 太 郎 提 出 ）

著 作 物 の 利 用 条 件 緩 和 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 木

村 太 郎 提 出 ）

我 が 国 の 家 計 資 産 の 現 状 を 踏 ま え た 経 済 財 政 政

策 の 必 要 性 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 橘 慶 一 郎 提 出 ）

法 律 の 整 理 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 橘 慶 一 郎 提 出 ）

菅 内 閣 に お け る 「 国 土 の 均 衡 あ る 発 展 」 に つ い

て の 基 本 的 認 識 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 橘 慶 一 郎

提 出 ）

年 金 記 録 問 題 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 菅 義 偉 提 出 ）

「 口 蹄 疫 ・ 現 地 対 策 本 部 （ 日 報 ） 」 の 役 割 及 び 管

理 方 法 等 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 山 本 拓 提 出 ）

Ｄ Ｎ Ａ 型 鑑 定 の 捜 査 活 用 に 関 す る 質 問 主 意 書

（ 塩 川 鉄 也 提 出 ）

「 シ ベ リ ア 抑 留 問 題 」 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 塩

川 鉄 也 提 出 ）

宮 内 庁 に 管 理 さ れ て い る 古 墳 の 祭 祀 と 調 査 に 関

す る 再 質 問 主 意 書 （ Ö 井 英 勝 提 出 ）

学 術 文 化 遺 産 の 戦 後 処 理 問 題 解 決 に 関 す る 再 質

問 主 意 書 （ Ö 井 英 勝 提 出 ）

鳩 山 由 紀 夫 内 閣 に お け る 外 務 省 に よ る ワ イ ン の

購 入 等 に 関 す る 再 質 問 主 意 書 （ 鈴 木 宗 男 提 出 ）

二 〇 一 〇 年 五 月 二 十 八 日 の 日 米 安 全 保 障 協 議 委

員 会 に お け る 普 天 間 飛 行 場 移 設 問 題 に 係 る 日 米

共 同 発 表 に 関 す る 再 質 問 主 意 書 （ 鈴 木 宗 男 提 出 ）

我 が 国 の 調 査 捕 鯨 活 動 に 対 す る オ ー ス ト ラ リ ア

政 府 に よ る 国 際 司 法 裁 判 所 へ の 提 訴 に 関 す る 再

質 問 主 意 書 （ 鈴 木 宗 男 提 出 ）

オ ウ ム 真 理 教 対 策 に 関 す る 第 三 回 質 問 主 意 書

（ 馳 浩 提 出 ）

大 学 院 博 士 課 程 修 了 者 の 就 職 確 保 と 研 究 条 件 改

善 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 宮 本 岳 志 提 出 ）

白 黒 反 転 版 拡 大 教 科 書 に 関 す る 質 問 主 意 書 （ 宮

本 岳 志 提 出 ）

会 議
六 月 十 五 日 （ 火 曜 日 ） 午 後 一 時 本 会 議

参 議 院

議 事 日 程

六 月 十 五 日 の 議 事 日 程 は 次 の と お り 。

議 事 日 程 第 二 十 九 号

平 成 二 十 二 年 六 月 十 五 日 （ 火 曜 日 ）

午 前 十 時 開 議

第 一 国 務 大 臣 の 演 説 に 関 す る 件 （ 第 二 日 ）

議 案 提 出

六 月 十 四 日 議 員 か ら 次 の 議 案 が 提 出 さ れ た 。

茶 業 振 興 法 案 （ 山 田 俊 男 外 三 名 発 議 ）（ 参 第 一 五

号 ）

議 案 受 領 （ 予 備 審 査 ）

六 月 十 四 日 衆 議 院 か ら 次 の 議 案 が 送 付 さ れ た 。

津 波 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 案 （ 二 階 俊 博 外 六

名 提 出 ）（ 衆 第 二 八 号 ）

ス ポ ー ツ 基 本 法 案 （ 森 喜 朗 外 五 名 提 出 ）（ 衆 第 二

九 号 ）

死 因 究 明 推 進 法 案 （ 下 村 博 文 外 五 名 提 出 ）（ 衆 第

三 〇 号 ）

Ÿ


		2010-06-15T14:54:33+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




